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第４５号議案  

 

綾瀬市手数料条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市手数料条例（昭和２９年綾瀬町条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

 別表の７ 消防法（次の表において「法」という。）関係手数料の表(3) の項のオ

の(ｳ) 中「１，５８０，０００円」を「１，５９０，０００円」に改め、同項のオの 

(ｴ) 中「１，９４０，０００円」を「１，９５０，０００円」に改め、同項のオの(ｵ

) 中「２，２６０，０００円」を「２，２７０，０００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

  令和元年９月２日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

 （提案理由） 

 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正に伴い、所要の改正をいたしたく

提案するものであります。 
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第４６号議案  

 
   綾瀬市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する等の条例 

 
（綾瀬市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 綾瀬市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２９年綾瀬町条例第６号）の

一部を次のように改正する。 

  第１条中「第２４条第５項」の次に「並びに地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２０３条の２第５項及び第２０４条第３項」を加える。 

  第３条第２項中「及び第１９条」を「並びに第１９条及び第１９条の２」に改め

る。 

  第４条に次の１項を加える。 

 ３ 前２項の規定にかかわらず、法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職

員の職務の級の分類及びその基礎となるべき標準的な職務の内容については、規

則で定める。 

  第１９条を次のように改める。 

  （常勤の会計年度任用職員の給与） 

第１９条 法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員（以下「常勤の会計年度任用

職員」という。）の給与については、第５条（第１項を除く。）から第８条まで、

第８条の４、第１５条、第１５条の２及び第１７条から前条までの規定は、適用

しない。 

２ 常勤の会計年度任用職員に適用する給料は、給料表の１級の１号給の給料月額

から２級の最高の号給の給料月額までの範囲内で、給料表に定める職務の級、号

給及び給料月額に準じて規則で定める。 

３ 常勤の会計年度任用職員に対する第５条第１項及び第１６条第１項の規定の適

用については、第５条第１項中「給料表の適用を受ける職員」とあるのは「常勤

の会計年度任用職員」と、第１６条第１項中「在職する職員」とあるのは「在職

する職員（任期を考慮して規則で定める者に限る。）」とする。 

４ 前３項に定めるもののほか、常勤の会計年度任用職員の給与について必要な事

項は、規則で定める。 

  第１９条の次に次の１条を加える。 
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  （短時間勤務会計年度任用職員の給与） 

 第１９条の２ 第２条、第３条、第５条から第１３条の２まで及び第１５条から第

１８条までの規定にかかわらず、法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員（以

下「短時間勤務会計年度任用職員」という。）については、基本報酬並びに特殊

勤務、時間外勤務、休日勤務及び夜間勤務に係る報酬、期末手当並びに通勤及び

公務旅行に要する費用を支給する。 

 ２ 基本報酬は、前条第２項に規定する常勤の会計年度任用職員の給料及び第８条

の２に規定する地域手当の額との権衡を考慮して規則で定める額とする。 

 ３ 前項の規定にかかわらず、職務の内容、責任、特殊性その他の事情を考慮して

規則で定める短時間勤務会計年度任用職員の基本報酬の額は、１日当たり３万７,

０００円を超えない範囲内において規則で定める額とすることができる。 

４ 特殊勤務に係る報酬は、第１０条第１項に規定する勤務を行う短時間勤務会計

年度任用職員に対して支給する。この場合において、当該報酬の額は、同条第２

項の規定に基づき定められた条例の規定の例により計算して得た額とする。 

 ５ 時間外勤務、休日勤務及び夜間勤務に係る報酬は、次の各号に掲げる報酬に応

じ、当該各号に定める場合に支給する。この場合において、これらの報酬の額は、

規則で定める勤務１時間当たりの基本報酬額に、常勤の職員との権衡を考慮して

それぞれ規則で定める割合を乗じて得た額とする。 

(1) 時間外勤務に係る報酬 当該短時間勤務会計年度任用職員について定められ

た勤務時間（以下この項において「通常の勤務時間」という。）以外の時間に

勤務を命ぜられた場合 

(2) 休日勤務に係る報酬 休日に勤務を命ぜられ、通常の勤務時間に勤務した場

合 

(3) 夜間勤務に係る報酬 通常の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５時

までの間に勤務を命ぜられた場合 

 ６ 第２項及び第３項に規定する基本報酬並びに前項に規定する報酬の額の算定に

おける第１３条の３の規定の適用については、同条第１項中「第１１条から第１

３条までに規定する手当」とあるのは「第１９条の２第５項に規定する報酬」と、

「給料」とあるのは「同条第２項及び第３項に規定する基本報酬」とする。 

７ 期末手当は、任期の定め及び勤務時間を考慮して規則で定める短時間勤務会計

年度任用職員に支給する。この場合において、当該手当の額は、常勤の職員との
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権衡を考慮して規則で定める額とする。 

８ 通勤及び公務旅行に要する費用として支給する額は、常勤の職員との権衡を考

慮して規則で定める額とする。 

９ 前各項に定めるもののほか、短時間勤務会計年度任用職員の給与について必要

な事項は、規則で定める。 

 第２０条中第６項を第７項とし、第５項中「同項」を「第１６条第１項」に改め、

同項を同条第６項とし、同条第４項の次に次の１項を加える。 

５ 前各項の規定にかかわらず、法第２８条第２項各号に掲げる事由に該当して休

職にされた常勤の会計年度任用職員及び短時間勤務会計年度任用職員には、当該

休職期間に係る給与は支給しない。 

（綾瀬市一般職の職員の分限に関する条例の一部改正） 

第２条 綾瀬市一般職の職員の分限に関する条例（昭和２９年綾瀬町条例第８号）の

一部を次のように改正する。 

  第５条中第６項を第７項とし、第３項から第５項までを１項ずつ繰り下げ、第２

項の次に次の１項を加える。 

 ３ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する前２項の規定の適

用については、これらの規定中「３年を超えない範囲」とあるのは、「法第２２

条の２第２項の規定に基づき任命権者が定める任期の範囲」とする。 

  第８条中「第２２条第５項」を「第２２条の３第４項」に改める。 

（綾瀬市一般職の職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第３条 綾瀬市一般職の職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２９年綾瀬町

条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「昭和２５年法律第２６１号」の次に「。以下「法」という。」を加え

る。 

  第３条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。 

 ２ 任命権者は、前項各号の規定による書面の交付をする場合において、当該処分

を受けるべき者の所在が知れないときは、当該処分の内容を告示することをもつ

て書面の交付に代えることができる。この場合においては、その告示した日から

起算して２週間を経過した日に、書面が当該処分を受けるべき者に交付されたも

のとみなす。 

  第４条中「給料」の次に「（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員について
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は、綾瀬市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２９年綾瀬町条例第６号）第１

９条の２第２項及び第３項に規定する基本報酬の額）」を加える。 

（綾瀬市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正） 

第４条 綾瀬市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和

４２年綾瀬町条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

  第５条第４号を次のように改める。 

(4) 前３号に定める職員以外の職員 前３号に定める職員との均衡を考慮して実

施機関が市長と協議して定める額 

（綾瀬市職員定数条例の一部改正） 

第５条 綾瀬市職員定数条例（昭和４３年綾瀬町条例第２号）の一部を次のように改

正する。 

  第１条中「臨時的」を「臨時の職」に改める。 

  第２条第１項中「１年以上」及び「であつてそのものの育児休業に伴い任期付き

の職員が採用されているもの」を削る。 

（綾瀬市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第６条 綾瀬市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

４３年綾瀬町条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中第１２号及び第１３号を削り、第１４号を第１２号とし、第１５号を第

１３号とし、第１６号から第１８号までを削り、第１９号を第１４号とし、第２０

号を削り、第２１号を第１５号とし、第２２号から第２８号までを６号ずつ繰り上

げる。 

  第５条第２号中「第２８号」を「第２２号」に改める。 

 別表中教育相談員の項、市史調査員の項、青少年育成員の項、青少年相談員の項、

交通指導員の項及び国民健康保険税徴収嘱託員の項を削る。 

（綾瀬市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第７条 綾瀬市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４４年綾瀬町

条例第９号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「、扶養手当及び住居手当」を「扶養手当及び住居手当を、同法第２２

条の２第１項に規定する会計年度任用職員にあつては扶養手当、住居手当及び勤勉

手当」に改める。 

（綾瀬市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 
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第８条 綾瀬市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例（昭和５６年綾瀬市条

例第２号）の一部を次のように改正する。 

  第１５条の見出し中「非常勤職員」を「会計年度任用職員」に改め、同条中「常

勤を要しない職員（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員を除く。）」

を「法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員」に改める。 

（綾瀬市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第９条 綾瀬市職員の退職手当に関する条例（昭和６０年綾瀬市条例第１９号）の一

部を次のように改正する。 

  第２条第２項に次のただし書を加える。 

   ただし、地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員については、こ

の限りでない。 

（綾瀬市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１０条 綾瀬市職員の育児休業等に関する条例（平成４年綾瀬市条例第１５号）の

一部を次のように改正する。 

  第２条に次の２号を加える。 

  (3) 綾瀬市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２９年綾瀬市条例第

１７号）第４条第３項の規定により任期を定めて採用された短時間勤務職員 

  (4) 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

   ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

    (ｱ) 同一の職に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

    (ｲ) その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。第３条

第１号及び第７条の３第１号を除き、以下同じ。）が１歳６箇月に達する

日（以下「１歳６箇月到達日」という。）（第２条の４の規定に該当する

場合にあっては、２歳に達する日）までに、その任期（任期が更新される

場合にあっては、更新後のものをいう。以下この号において同じ。）が満

了しない非常勤職員又は同日までにその任期が満了する非常勤職員であっ

て当該任期の満了後に同一の職に引き続き採用されないことが明らかでな

いもの 

    (ｳ) 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員 

   イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養育する子が

１歳に達する日（以下この号及び同条において「１歳到達日」という。）（ 
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当該子について当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）において

育児休業をしている非常勤職員に限る。） 

   ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤

職員であって、当該育児休業に係る子について、当該任期が更新され、又は

当該任期の満了後に同一の職に引き続き採用されることに伴い、当該任期の

末日の翌日又は当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとするもの 

  第２条の３を第２条の５とし、第２条の２の次に次の２条を加える。 

  （育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

 第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1) 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 非常勤職員の養育する子の１歳到

達日 

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の１歳到達日以前の

いずれかの日において当該子を養育するために育児休業法その他の法律の規定

による育児休業（以下この条及び次条において「地方等育児休業」という。）

をしている場合において当該非常勤職員が当該子について育児休業をしようと

する場合（当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日

後である場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前である場合を除く。） 

当該子が１歳２箇月に達する日（当該日が当該育児休業の期間の初日とされた

日から起算して育児休業等可能日数（当該子の出生の日から当該子の１歳到達

日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の日以後当該

非常勤職員が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６５条第１項又は第２

項の規定により勤務しなかった日数と当該子について育児休業をした日数を合

算した日数をいう。）を差し引いた日数を経過する日より後の日であるときは、

当該経過する日） 

(3) １歳から１歳６箇月に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子

の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してす

る育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相



8 

当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期

間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なると

きは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこ

の号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育

児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の

満了後に同一の職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業を

しようとする場合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき 当該

子の１歳６箇月到達日 

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合

にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をしている場合又は当

該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者がする地方等育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日）において地方等育児休業をしている場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務

のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合 

  （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

 第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６箇月から２歳

に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日の翌

日（当該子の１歳６箇月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任

期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、

当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に同一の職に引き続き採用されるも

のにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次のいずれにも該

当するときとする。 

(1) 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日において育児

休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６箇月到達日

において地方等育児休業をしている場合 

(2) 当該子の１歳６箇月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な
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勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場

合 

 第３条第６号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について児童福祉

法第３９条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する

認定こども園又は児童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等（以下こ

れらを「保育所等」という。）における保育の利用を希望し、申込みを行っている

が、当面その実施が行われないこと」を加え、同条に次の２号を加える。 

(7) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２条の４の規定に該当

すること。 

(8) その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職

員が、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に同一の職に引き続き採用

されることに伴い、当該育児休業に係る子について、当該任期の末日の翌日又

は当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とすること。 

  第５条の３第２項中「している職員」の次に「（地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任

用職員」という。）を除く。）」を加える。 

  第６条中「した職員」の次に「（会計年度任用職員を除く。）」を加え、「綾瀬

市一般職の職員の初任給・昇格・昇給等に関する規則（昭和３６年綾瀬町規則第５

号）第２２条に規定する昇給日」を「給与条例第５条第３項の規定により昇給を行

う日として規則で定めた日」に改める。 

  第７条の３第７号中「別居したこと」の次に「、育児短時間勤務に係る子につい

て保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が

行われないこと」を加える。 

  第８条中「育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をし

ている」を「次に掲げる」に改め、同条に次の各号を加える。 

  (1) 育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をしている職員 

  (2) 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第２８

条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤

務職員等」という。）を除く。） 
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   ア 同一の職に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員 

    イ 勤務日の日数及び一の勤務日における勤務時間を考慮して規則で定める非

常勤職員 

  第９条第１項中「勤務時間」の次に「（非常勤職員（再任用短時間勤務職員等を

除く。以下この条において同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定められ

た勤務時間）」を加え、同条第２項中「（昭和２２年法律第４９号）」を削り、「 

しない職員」の次に「（非常勤職員を除く。）」を加え、同条に次の１項を加える。 

 ３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、当該非常勤職員

について１日につき定められた勤務時間から５時間４５分を減じた時間を超えな

い範囲内（当該非常勤職員が育児時間又は育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第６１条第３２項

において読み替えて準用する同条第２９項の規定による介護をするための時間（ 

以下「介護をするための時間」という。）の承認を受けて勤務しない場合にあっ

ては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間又は当該介

護をするための時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲

内）で行うものとする。 

（綾瀬市公益的法人等への職員の派遣に関する条例の一部改正） 

第１１条 綾瀬市公益的法人等への職員の派遣に関する条例（平成１４年綾瀬市条例

第４号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に改める。 

（綾瀬市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第１２条 綾瀬市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年綾瀬市条

例第２号）の一部を次のように改正する。 

  第３条中「職員を」を「職員並びに法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員を 

」に改める。 

（綾瀬市交通指導員条例の廃止） 

第１３条 綾瀬市交通指導員条例（昭和４８年綾瀬町条例第４号）は、廃止する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例の施行の日の前日において交通指導員である者の任期は、第１３条の規

定による廃止前の綾瀬市交通指導員条例第５条の規定にかかわらず、その日に満了

する。 

  令和元年９月２日提出 

 
綾瀬市長 古 塩 政 由 

 
（提案理由） 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、関係条例の整備

を図りたく提案するものであります。 
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第４７号議案 

    

 綾瀬市市税条例の一部を改正する条例 

   

 綾瀬市市税条例（昭和５２年綾瀬町条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 附則第２３項を附則第２４項とし、附則第１５項から附則第２２項までを１項ずつ

繰り下げ、附則第１４項の次に次の１項を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

１５ 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、第６条から第８条まで及び

第９条の２の規定にかかわらず、神奈川県が、自動車税の環境性能割の賦課徴収の

例により行うものとする。 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の綾瀬市市税条例附則第１５項の規定は、この条例の施行

の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割

について適用する。 

 （綾瀬市市税条例及びアメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対す

る軽自動車税の特例に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

３ 綾瀬市市税条例及びアメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対す

る軽自動車税の特例に関する条例の一部を改正する条例（平成３０年綾瀬市条例第

２９号）の一部を次のように改正する。 

  附則第８項中「附則第１５項及び第１６項」を「附則第１６項及び附則第１７項

」に、「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改める。 

  附則第９項中「附則第１７項から附則第２３項」を「附則第１８項から附則第２

４項」に、「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度」を「令和元年

度」に改める。 

  令和元年９月２日提出 
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                         綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

 （提案理由） 

 地方税法の改正に伴い、所要の改正をいたしたく提案するものであります。 
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第４８号議案 

 

   綾瀬市印鑑条例の一部を改正する条例 

 

 綾瀬市印鑑条例（昭和５３年綾瀬町条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「本市の」を「本市が備える」に改める。 

第６条第１号中「、名」の次に「、旧氏（住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令

第２９２号。以下「令」という。）第３０条の１３に規定する旧氏をいう。以下同じ。

）」を加え、「住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第３０条の２６

第１項」を「令第３０条の１６第１項」に改め、「又は氏名」の次に「、旧氏」を加

え、同条第２号を次のように改める。 

(2) 氏名、旧氏又は通称以外の事項を表しているもの 

第７条第５号中「氏名（」の次に「氏に変更があつた者に係る住民票に旧氏が記録

されている場合にあつては氏名及び当該旧氏、」を加え、「、氏名及び」を「氏名及

び当該」に改める。 

第１３条第２項第３号中「氏若しくは名又は」を削り、「含む。）」の次に「又は

氏（氏に変更があつた者にあつては、住民票に記録されている旧氏を含む。）若しく

は名」を加える。 

   附 則 

 この条例は、令和元年１１月５日から施行する。 

  令和元年９月２日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

 （提案理由） 

 住民基本台帳法施行令の改正に伴い、所要の改正をいたしたく提案するものであり

ます。 
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第４９号議案  

 

   動産の取得について 

 

  次の動産を取得します。 

１ 動産の名称 綾瀬市消防本部新築に伴う調達物品 

２ 契 約 金 額 ２９，７００，０００円 

３ 契約の相手方 神奈川県綾瀬市蓼川２丁目１番１４号   

有限会社北の台文具 

         取締役 斉藤 米夫 

４ 契約の方法 一般競争入札 

令和元年９月２日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

（提案理由） 

綾瀬市消防本部新築に伴う調達物品を取得したいので、綾瀬市議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により提案するものであり

ます。 
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第５０号議案  

 

   動産の取得について 

 

  次の動産を取得します。 

１ 動産の名称 高規格救急自動車 

２ 契 約 金 額 ２０，１３０，０００円 

３ 契約の相手方 神奈川県綾瀬市小園１０２０番地１   

神奈川日産自動車株式会社 綾瀬小園店 

         店長 奥 博 

４ 契約の方法 一般競争入札 

令和元年９月２日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

（提案理由） 

高規格救急自動車を取得したいので、綾瀬市議会の議決に付すべき契約及び財産の

取得又は処分に関する条例第３条の規定により提案するものであります。 



　

　　　平成３０年度綾瀬市一般会計継続費精算報告書について

　地方自治法施行令第１４５条第２項の規定により、平成３０年度綾瀬市一般会計継続

平成２９年度

平成３０年度

計

平成２９年度

平成３０年度

計

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円

44,210,000 29,790,000 8,900,000 5,520,000

196,748,800 123,207,000 49,800,000 23,741,800

240,958,800 152,997,000 58,700,000 29,261,800

46,095,000 38,006,000 3,800,000 4,289,000

205,445,640 147,420,000 26,400,000 31,625,640

251,540,640 185,426,000 30,200,000 35,914,640

左        の        財        源        内        訳

実                           績

支 出 済 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　平成３０年度綾瀬市一般       

年 度事    業    名項款

特       定       財       源
一 般 財 源

土棚小学校空調設備機能復旧工事

10　教育費 ２　小学校費

北の台小学校空調設備機能復旧工
事
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 　第５号報告　

費精算報告書を次のとおり調製したので報告します。

会計継続費精算報告書

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円
51,118,000 30,522,000 19,700,000 896,000

208,632,000 134,300,000 71,800,000 2,532,000

259,750,000 164,822,000 91,500,000 3,428,000

53,168,000 38,850,000 13,500,000 818,000

216,874,000 170,942,000 43,800,000 2,132,000

270,042,000 209,792,000 57,300,000 2,950,000

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円

6,908,000 732,000 10,800,000 △ 4,624,000

11,883,200 11,093,000 22,000,000 △ 21,209,800

18,791,200 11,825,000 32,800,000 △ 25,833,800

7,073,000 844,000 9,700,000 △ 3,471,000

11,428,360 23,522,000 17,400,000 △ 29,493,640

18,501,360 24,366,000 27,100,000 △ 32,964,640

令和元年９月２日提出　　　　

綾瀬市長　古　塩　政　由　

全 体 計 画

特 定 財 源

比 較

一 般 財 源

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
年 割 額 と 支
出 済 額 の 差

左 の 財 源 内 訳

一 般 財 源
年 割 額
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第６号報告  

 

   平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率 

について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定

により、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びに

公営企業の資金不足比率を別紙のとおり報告します。 

 令和元年９月２日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  
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１ 健全化判断比率 

  （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― 

（１２．６９） 

― 

（１７．６９） 

７．９ 

（２５．０） 

５５．４ 

（３５０．０） 

備考 

  １ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は、「―」と表示 

  ２ 括弧内は、綾瀬市における早期健全化基準 

 

２ 公営企業の資金不足比率 

（単位：％） 

特別会計の名称 資金不足比率 

下水道事業特別会計 
― 

（２０．０） 

備考 

  １ 資金不足比率が算定されない場合は、「―」と表示 

  ２ 括弧内は、綾瀬市における経営健全化基準 
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○写  

                                                          綾監第２８号 

                                                     令和元年８月２０日  

 

綾瀬市長 古 塩 政 由 様 

 

 

綾瀬市監査委員 見 上 正 信 

 

 

綾瀬市監査委員 武 藤 俊 宏 

 

 

   平成３０年度綾瀬市財政健全化審査の審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定

により、審査に付された平成３０年度綾瀬市財政健全化判断比率及び資金不足比率並

びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、別紙のとおり意見書

を提出する。 
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平成３０年度綾瀬市財政健全化審査意見書 

 

１ 審査の概要 

   この財政健全化審査は、市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並

びにその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを

主眼として実施した。 

２ 審査期間 

   令和元年７月１６日から令和元年８月１３日まで 

３  審査の結果 

(1) 総合意見 

審査に付された次の健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎と

なる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められる。 

  ア 健全化判断比率                                          （単位：％） 

区 分 平成３０年度 早期健全化基準 

 実質赤字比率 
― 

赤字はありません 
12.69 

 連結実質赤字比率 
― 

赤字はありません 
17.69 

 実質公債費比率 7.9 25.0  

 将来負担比率     55.4 350.0  

※ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合は、「―」と表示 

イ 資金不足比率                                            （単位：％） 

区 分 平成３０年度 経営健全化基準 

下水道事業特別会計 
― 

資金不足はありません 
20.0  

※ 資金不足額がない場合は、「―」と表示 

(2) 個別意見 

本市の財政健全化及び経営健全化については、いずれの指標においても引き続

き健全な状態にあると認められる。 

(3) 是正改善を要する事項 

特に指摘すべき事項はない。 
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第７号報告  

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定により議会において指定されている事項につい

て、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告します。 

令和元年９月２日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  
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専  決  処  分  書 

 

綾瀬市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例について、次のとおり専決処分する。 

 

   綾瀬市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例 

 

 綾瀬市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年綾

瀬市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

第２３条第２項第２号中「第３４条の２０第１項第４号」を「第３４条の２０第１

項第３号」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

令和元年８月７日 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

理  由 

児童福祉法の改正に伴い、綾瀬市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を 

定める条例の一部改正について、条項を引用する規定の整理を図るため、地方自治法

第１８０条第１項の規定により議会において指定されている事項について専決処分す

る。 

○写  


